
事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（●直営 ○一部委託 ○全部委託 ） （直営の場合 ○常勤 ●非常勤 ○臨時職員 ）

経過

0

 教育施設の財産管理について、経済的かつ効果的に利用されるように常に財産の維持・保存等に務め
る。

 主に区内在住、在勤在学者でスポーツや文化活動（主に社会教育関係団体登録をしている団体）をして
いる者。また、旧真土小学校については、行政財産使用許可団体（５団体）がある。

　教育施設の財産管理に伴う維持経費を計上
 ・旧真土小学校・旧道灌山中学校・旧小台橋小学校について、一般開放施設としての維持・管理事務
  教育施設の財産管理について、経済的かつ効果的に利用されるように常に財産の維持・保存等に務め
  る。

　統廃合により廃校となった施設の跡地利用が決定するまでの間、開放施設として維持・管理している。
旧真土小学校は、小学校2校の統廃合により平成3年度より廃校。その後、一般開放施設となった。平成１
２年度より第二グランドは土木部公園緑地課へ所管変えし、公園として管理されている。旧道灌山中学校
は、中学校２校の統廃合により、平成１３年度より廃校。体育館が一般開放施設となる。旧小台橋小学校
は平成１５年度より廃校。その体育館が一般開放施設となる。

目的

対象者
等

内容

10,805

（単位：千円）

実
績
の
推
移

0
11,366

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

2,064

教育施設維持費 2,064

事項名
0

9,0042,550
14 0

11,065
0

2,871

13年度
旅費の支出 0

17年度 18年度 19年度14年度 15年度 16年度

19年度18年度

10,805

10,805
10,805

10,805

17,170

12,773
11,366
5,804

17,170
140

15,641

10,291
9,004
6,637

15,641
200

11,065

12,896
11,065

11,065

2,564

2,564

2,871

荒川区公有財産管理規則
根拠
法令等

3

行政評価
事業体系

計画推進のために[Ⅶ]
目標の設定と管理による行財政運営の戦略的推進[15]政策

施策

開始年度
終期設定

年度平成昭和
年度

一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

区有財産の適正な管理・保全[15-07]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

財産管理費（37-36-80-01）

事務事業の種類

課長名

2,064

都（特定財源）

区民のスポーツ等をする場の維持管理必要性

実施
方法

13年度

国（特定財源）
2,871

①決算額（19年度は見込み）
予算額

2,064

2,658

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

教育委員会教育施設課
内線 3321.3322中松・尾内・沼田担当者名

財産管理費

新規事業 19年度 18年度

計画区分

伊藤勝弘部課名

2,871
4,0614,559
2,564

17年度16年度15年度14年度

12-02-01



事務事業分析シート（平成１９年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

　目的外使用団体が５団体あり維持管理に努めてきたが、旧真土小は昭和４６年に設置したものであり、老
朽化が著しい。しかし、平成１９年度以降に「三河島駅前地区再開発事業」により取り壊される予定のた
め、建物の維持管理については、必要最低限で対応する。旧道灌山中・旧小台橋小についても、廃校施設で
あるため同様の考え方である。

　施設利用の規定・マナー等の周知をはかり、施設維
持費の節減に努める。

　施設維持経費の節減及び施設環境の維持。

改善により期待する効果平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成18年度（決算）

399

節・細節
平成19年度（予算）
主な事項 金額（千円）

平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

学校協力員報償費 48
維持管理用経費他

学校協力員報償費

樹木剪定・消毒他
改修工事

7,213

電話料・受水槽等清掃他 225

樹木剪定・消毒他 871
改修工事

維持管理用経費他

0

48
6,591

221

2,144

金額（千円）

改修工事 1,029
樹木剪定・消毒他 868

電話料・受水槽等清掃他 196

主な事項
48

6,623
報償費
需用費

役務費

学校協力員報償費
維持管理用経費他

電話料・受水槽等清掃他

工事請負費

委託料

償還金利子

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

床面積１㎡当たり維持管理費 1,993
(業務委託料＋工事・修繕料＋光熱
水費＋電話料＋その他）円/延べ床
面積㎡

2,041 2,885 3,167 1,993

Ｃ

前年度設定

　現状規模で実施する。

問題点・課題の改善策検討

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

Ｃ

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

12-02-01



事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（○直営 ●一部委託 ○全部委託 ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

17年度16年度15年度14年度

171,230
172,983176,848
164,072

　・学校の要望や教育委員会の調査によって、営繕課または道路課に執行委任をし、工事を実施する。
　金額により教育委員会または、各学校にて工事請負契約及び修繕契約をする。
　・委託契約によりプール清掃を実施。

担当者名
各校補修（小学校）

新規事業 19年度 18年度

計画区分

伊藤勝弘部課名 教育委員会教育施設課
内線 3321.3322佐伯・尾内

①決算額（19年度は見込み）
予算額

224,753

237,318

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

都（特定財源）

　統廃合による新設校を除く学校建物等については、老朽化が進んでいる。学習環境の整備及び児童等の
安全を確保するためには、施設の修繕を計画的に行うことが必要不可欠である。

必要性

実施
方法

13年度

国（特定財源）
171,230

224,753一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

学校施設等の整備[04-06]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

各校補修（39-14-14-01）

事務事業の種類

課長名

終期設定
年度平成昭和
年度

学校教育法、同施行令、同施行規則
根拠
法令等

40

行政評価
事業体系

子育て教育都市[Ⅱ]
心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成[04]政策

施策

開始年度

55,072
109,000

164,072

118,000
53,230

104,000
38,608

148,140
142,608

142,608

50,000
86,870

135,902
132,560
4,310

136,870
50

50,000
86,528

139,312
132,258
4,270

136,528
50

139,311

139,311
139,311

139,311

19年度18年度

17年度 18年度 19年度14年度 15年度 16年度13年度
学校数 24 24

79 58
23 23

46
23
52

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

224,753

改修工事件数 88

事項名

目的

対象者
等

内容

54

（単位：千円）

実
績
の
推
移

23
50

　・教育の場としてより良い環境をつくることで教育効果を高める。
　・児童の安全確保のための施設・設備を整備する。

　小学校２３校
　児童７,５００名（平成１９年５月１日現在）

　児童の教育環境の整備
　・各校修繕　　教育委員会が修繕費（１校約２００万円）を令達し、学校施設に関する５０万円
　              以下の修繕を行う。
　・各校補修　　学校施設の状況を学校からの要望、調査によって把握し、計画的に施設の整備。
　・プール清掃　プール開設時の清掃を業務委託により行う。

　改築以来３０年以上経過している学校が１８校ある。各校とも施設の老朽化が進み各所に傷みが生じ、
破損も著しい現状がある。そのような施設の改修について、教育委員会と学校が連携をとりながら施設改
修を進めている。
屋上防水、外壁改修等の規模の大きな工事については、平成１３年度より大規模整備費へ。

経過

23

12-02-02



事務事業分析シート（平成１９年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

Ｂ

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

Ａ

前年度設定

学習環境整備のためには、計画的な補修等は不可欠である。

問題点・課題の改善策検討

22

工事・修繕費（円）/延床面積（㎡）1,101 1,056 1,053 1,075

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

床面積１㎡当たりの維持管理
費

1,200

一般需用費

委託料
工事請負費

家屋修繕費
プール清掃
各校補修

金額（千円）

原材料費 0
各校補修 93,491

主な事項
36,698
2,069

39,585
2,078
90,897

2,187
各校補修 94,657
原材料費 115

プール清掃

平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

家屋修繕費 42,352
プール清掃

家屋修繕費

平成19年度（予算）
主な事項 金額（千円）

節・細節予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成18年度（決算）

大規模工事計画を考慮しながら、修繕・補修工事を計
画、実施する。

児童のための清潔で安全な学習環境の整備。

改善により期待する効果平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

　建築後３０年以上経過している学校が１８校と多く、計画的な大規模改修が求められるが、予算面で緊急
工事の対応に限られている。また、学校に令達する校舎修繕費も不足している。

12-02-02



事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（○直営 ○一部委託 ●全部委託 ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

経過

1,104

19,591

　人による学校警備を機械警備システムに移行し、経費の節減を図り、教育行政の効率的運営に資する。
　学校機械警備導入により、夜間、休日における災害時の学校開放を円滑に行う。

　区立小学校２３校
　地域住民

　○機械警備
　・機械警備に巡回警備を含めた荒川警備方式を採用し、委託業者が学校警備を行う。
　・火災等有事の際の初動処理による損害拡大の防止及び盗難など不良行為を防止し、物件の安全を
    確保する。
　・事故発覚時における関係先への通報連絡。
　・警備実施事項の報告。
　○学校協力員
　・学校の出入りに必要な鍵を管理し、災害時の学校使用・開放及び地域防災組織との連絡。
　・緊急時における学校管理者、警備会社への通報。

　昭和５９年４月より、学校教育運営、学校開放による利用者の利便、教職員の負担軽減等を十分考慮
することを前提として、最新の電子技術を駆使した警備システムに人的対応を取り入れたシステムを導入
した。
　昭和５９年６月より、小・中学校機械警備導入に伴い、夜間及び休日の災害時における学校開放のため
に学校協力員を設置した。

目的

対象者
等

内容

27

（単位：千円）

実
績
の
推
移

1,104

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

22,497

消耗品費
警備委託料

5
21,578

事項名

19,590

1,104

19,59020,443
2

1,152 1,104
6

19,591

1,200
27

21,436

13年度
近隣協力員報償費 1,200

17年度 18年度 19年度14年度 15年度 16年度

19年度18年度

20,722

20,722
20,722

20,722

22,402

20,722
20,694
1,708

22,402
20

22,419

20,722
20,695
1,724

22,419
20

20,701

20,722
20,701

20,701

22,663

22,663

22,783

学校教育法、同施行令、同施行規則、学校協力
員設置要綱

根拠
法令等

59

行政評価
事業体系

安全安心都市[Ⅵ]
防災・防犯のまちづくり[11]政策

施策

開始年度
終期設定

年度平成昭和
年度

一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

子どもの安全対策[11-05]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

機械警備費（39-14-28-01）

事務事業の種類

課長名

22,497

都（特定財源）

　防犯の要望は年々強まっており、機械警備は不可欠なものとなっている。必要性

実施
方法

13年度

国（特定財源）
22,783

①決算額（19年度は見込み）
予算額

22,497

23,119

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

教育委員会教育施設課
内線 ３３２１尾内・佐伯

・１年間の契約で報償費として支出している。　学校協力員２３名
・１年間の契約で委託料として支出している。　綜合警備保障㈱　１９,５９０,４８０円（１８年度
 決算）

担当者名
機械警備（小学校）

新規事業 19年度 18年度

計画区分

伊藤勝弘部課名

22,783
21,66222,663
22,663

17年度16年度15年度14年度

12-02-03



事務事業分析シート（平成１９年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

改善により期待する効果平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成18年度（決算）
節・細節

平成19年度（予算）
主な事項 金額（千円）

平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

学校協力員報償費 1,104
消耗品、開放用スペアキー

学校協力員報償費
27

警備委託料 19,591
消耗品、開放用スペアキー

1,104
0

19,590

金額（千円）

警備委託料 19,590

主な事項
1,104

0
報償費
一般需用費

委託料

学校協力員報償費
消耗品、開放用スペアキー

警備委託料

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

小学校での110番事案件数 0 小動物や原因不明なものも含む- - 5件 5件

Ｃ

前年度設定

休日や夜間の校内の安全確保のため継続実施する。

問題点・課題の改善策検討

22 0

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

Ｃ

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

12-02-03



事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（●直営 ○一部委託 ○全部委託 ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

17年度16年度15年度14年度

108,568
104,981122,710
93,754

　各種委託契約等により実施　　１９種１８業者　３０，９９３，８５０円（１８年度決算）
　学校樹木の剪定については、土木部道路課へ執行委任し実施している。

担当者名
その他整備費（小学校）

新規事業 19年度 18年度

計画区分

伊藤勝弘部課名 教育委員会教育施設課
内線 ３３２１尾内・沼田

①決算額（19年度は見込み）
予算額

110,560

119,074

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

都（特定財源）

　法律等に基づき実施しているため不可欠である。必要性

実施
方法

13年度

国（特定財源）
108,568

110,560一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

学校施設等の整備[04-06]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

その他整備費（39-14-56-01）

事務事業の種類

課長名

終期設定
年度平成昭和
年度

学校教育法、同施行令、同施行規則
根拠
法令等

40

行政評価
事業体系

子育て教育都市[Ⅱ]
心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成[04]政策

施策

開始年度

93,754

93,754

108,568 93,428

95,353
93,428

93,428

90,071

93,611
86,623
3,448

90,071
40

127,044

164,263
123,628
3,416

127,044
40

96,273

96,273
96,273

96,273

19年度18年度

17年度 18年度 19年度14年度 15年度 16年度13年度
電波障害件数 130件 124件

1件 1件
124件 124件

1件
124件
1件

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

110,560

1件

事項名

目的

対象者
等

内容

1件

（単位：千円）

実
績
の
推
移

124件
1件

　各小学校の施設・設備維持管理により、児童の安全確保及び教育環境の向上をはかる。

　区立小学校　　２３校
　児童７，５００名（平成１９年５月１日現在）

　学校施設の維持管理に必要な経費
　①　小学校校庭樹木の剪定を年２回（夏・冬）実施
　②　受水槽・高架水槽の清掃を年１回実施
　③　消防法・建築法に基づき、各種学校管理機器の保守点検を実施
　④　学校建物による近隣電波障害対策のため、ＣＡＴＶ再送信委託
　⑤　民有地賃借料算出のための民有地賃借料鑑定委託
　⑥　国有地、民有地の賃借料算出、賃借契約及び支払い

　校舎等の新築及び法改正に伴い、新規の保守委託が増えている経過

124件
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事務事業分析シート（平成１９年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

Ｃ

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

Ｃ

前年度設定

　消防法・建築基準法に基づくもの等、学校の維持管理のために必要であ
る。

問題点・課題の改善策検討

　委託料/１校1,301,696 1,301,696 1,347,559 1,700,931

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

　1校あたりの委託料（円） 1,700,931

使用料及
賃借料

役務費

委託料

受・高架水槽清掃、
民有地鑑定評価委託
校庭樹木の剪定

金額（千円）

校地賃借料 128,259
各種管理機器の保守点検等 22,871
校庭樹木の剪定 8,122

主な事項
1,7832,384

29,939

54,300
各種管理機器の保守点検等

校地賃借料

校庭樹木の剪定 8,150
各種管理機器の保守点検等 30,972
校地賃借料

民有地鑑定評価委託

平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

受・高架水槽清掃、 2,698
民有地鑑定評価委託

受・高架水槽清掃、

平成19年度（予算）
主な事項 金額（千円）

節・細節予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成18年度（決算）

改善により期待する効果平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

12-02-04



事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ●計画 ○非計画

（●直営 ○一部委託 ○全部委託 ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

17年度16年度15年度14年度

253,370
256,750263,794
246,313

担当者名
大規模整備費（小学校）

新規事業 19年度 18年度

計画区分

伊藤勝弘部課名 教育委員会教育施設課
内線 3321佐　伯

①決算額（19年度は見込み）
予算額

84,330

86,663

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

都（特定財源）

　統廃合による新設校を除く学校については、建物の老朽化が進んでおり、屋上、外壁からの雨漏り等を
解消するため、計画的な大規模改修が必要不可欠である。

必要性

実施
方法

13年度

国（特定財源）
253,370

84,330一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

学校施設等の整備[04-06]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

大規模整備費（39-14-84-01)

事務事業の種類

課長名

終期設定
年度平成昭和
年度

学校教育法、同施行令、同施行規則
根拠
法令等

13

行政評価
事業体系

子育て教育都市[Ⅱ]
心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成[04]政策

施策

開始年度

227,240

19,073
246,313

253,370 261,598

330,264
289,680

289,680
28,082

197,161

351,085
307,399
1,724

309,123
20

99,091
12,871

246,139

294,395
270,114
1,708

271,822
20

351,730

380,395
380,395

380,395

19年度

11,970
28,66513,713

18年度

17年度 18年度 19年度14年度 15年度 16年度

校庭整備

13年度
外壁改修 四峡小他１校 九峡小

一日小

五峡小他１校

四峡小他１校

三瑞小他２校 瑞光小
赤土小他１校

六瑞小他１校 二峡小他１校

六瑞小他１校

宮前小
三瑞小他１校

瑞光小他２校

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

84,330

トイレ改修
屋上防水 四峡小他２校

事項名

六日小

目的

対象者
等

内容

瑞光小

（単位：千円）

実
績
の
推
移 九峡小他１校宮前小

二瑞小他１校

三瑞小

 児童を教育する場として、より良い環境をつくり、教育効果を高める。

小学校２３校
児童７，５００名（平成１９年５月１日現在）

　児童の教育環境の整備
　校舎等の規模の大きな計画工事を行う。
　①　屋上防水工事
　②　外壁改修工事
　③　トイレ改修工事
　④　校庭改修工事
　⑤　その他

　平成１３年度より、外壁改修、屋上防水及び校庭整備等の規模の大きな計画工事については、各校補修
から大規模整備費へ変更となった。

経過

尾久小他２校

七峡小他１校

七峡小

12-02-05



事務事業分析シート（平成１９年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

406 14

Ｂ

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

実施項目数/（４項目×学校数）
※築10年未満の学校を除く　累計

Ｂ

前年度設定

良好な学習環境の整備のためには、学校の大規模改修は必要である。

問題点・課題の改善策検討

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

大規模改修実施率（％）

備品購入費

需用費
委託料
工事請負費

瑞光小他芝生消耗品購入

瑞光小他芝生管理委託

三瑞小屋上防水工事

金額（千円）

二峡小屋上防水工事 262,238

主な事項

7,876
774
2,597

301,051
2,977瑞光小他芝生化備品購入

8,305
三峡小屋上防水工事 372,090

瑞光小他芝生管理委託

平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

瑞光小他芝生管理委託

平成19年度（予算）
主な事項 金額（千円）

節・細節予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成18年度（決算）

大規模改修計画を精査し、より実状に即した計画改修
に努める。

　施設維持管理上、定期的に必要な改修工事を実施す
ることにより、建物の寿命を延長させる。また児童の
ための清潔で安全な学習環境の整備。

改善により期待する効果平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

　外壁改修等にあたっては、多くの学校が前回改修から１０年近く経過しているため早急な改修が望まれる
が、多大な経費を必要とするため、毎年２校程度の改修とならざるを得ない。建築後３０年以上経過してい
る学校が１８校と多いため、計画的な大規模改修が必要である。

12-02-05



事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ●計画 ○非計画

（○直営 ●一部委託 ○全部委託 ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

17年度16年度15年度14年度

　・校庭を約２０cm掘削し、舗装（ダスト舗装）を撤去、芝生のための自動散水設備、水はけを良くする
　地中排水管を整備。その後、土・砂・肥料を入れて２０cmの床土とし、芝生を全面に整備する。
　また、必要とする管理用品（芝刈り機等）を購入する。
　・芝生の維持管理のための技術指導、各種メンテナンス工事､成育状況の点検についての業務を委託
　する。

担当者名
小学校校庭の芝生化

新規事業 19年度 18年度

計画区分

伊藤勝弘部課名 教育委員会教育施設課
内線 3321.3322安達・尾内

①決算額（19年度は見込み）
予算額

0
【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

都（特定財源）

必要性

実施
方法

13年度

国（特定財源）
0

0一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

環境配慮活動の推進[07-01]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

大規模整備費（小学校）(39－14－84－01)

事務事業の種類

課長名

終期設定
年度平成昭和
年度

根拠
法令等

13

行政評価
事業体系

環境先進都市[Ⅳ]
地球環境を守るまちの実現[07]政策

施策

開始年度

0

0

0 25,174

45,596
41,413

41,413
16,239

4,714

110,724
102,081
1,724

103,805
20

99,091

9,600

8,305
7,876
1,724

9,600
20

8,305

8,305
8,305

8,305

19年度18年度

17年度 18年度 19年度14年度 15年度 16年度

 

13年度
 尾久西小 瑞光小

第二瑞光小

第四峡田小

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

 
 

事項名

目的

対象者
等

内容

（単位：千円）

実
績
の
推
移

児童を教育する場として、より良い環境をつくり、校庭を常緑芝により全面芝生化し、教育効果を高め
る。

　小学校においては､ダスト舗装の校庭で、改修整備の時期に到達し受け入れ態勢が整った学校を対象と
する。
　中学校における芝生化については、体育の授業及びクラブ活動の運動量を踏まえると芝草の生育に困難
な環境と考えられる。

　校庭の芝生化とその利用及び整備・維持にあたっては、児童・保護者・地域の方々が一体となり、専門
家の指導を受けながら芝刈り・水撒き・草取り、肥料まき等をして芝生を育てていく中で、子供たちは緑
を大切にし、豊かな心を育んでいくことが期待される。

　・平成１３年度に汐入小学校に区内で初めてとなる芝生校庭を、校庭の約３分の１の１，５００㎡
　を整備。（杉並区と並び都内初）
　・平成１６年度は、区内で初めてとなる全面芝生化校庭２，８００㎡を尾久西小学校に整備。
　・平成１７年度は、瑞光小学校（約１，８００㎡）、第二瑞光小学校（約１，８００㎡）、第四峡田
　小学校（約２，８００㎡）３校の校庭を整備。

経過

12-02-06



事務事業分析シート（平成１９年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

Ｃ

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

Ｂ

前年度設定

　区役所の率先行動にも位置付けられるほか、ヒートアイランド対策にも
有効である。

問題点・課題の改善策検討

17 6

予定なし1 3 0 0

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

実施校数 -

備品購入費

一般需用費

委託料
工事請負費

芝用消耗品購入
芝維持管理指導委託
校庭整備

金額（千円）主な事項
7,876774

1,262
95,340
2,977芝生整備用備品購入

　平成13年第３回定例会　「校庭の芝生化実施について」

平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

芝維持管理指導委託 8,305芝維持管理指導委託

平成19年度（予算）
主な事項 金額（千円）

節・細節予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成18年度（決算）

改善により期待する効果平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

他
区
の
実

施
状
況

千代田、港、新宿、台東、墨田、品川、目黒、世田谷、中野、杉並、豊島、北、板橋、練馬、足立、葛飾
（※未実施区の渋谷は、全小学校人工芝化）

未実施実施

　地域の方々と学校により結成された運営組織「芝々協力し隊（尾久西小等）」と一体となって、芝生
の維持管理や利用に携わり、芝刈りや水やり、肥料まきなどをして芝生を育てていく。このような運営
組織「芝々協力し隊」の設置及び運営等が課題。

12-02-06



事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
●有○無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ●計画 ○非計画

（○直営 ●一部委託 ○全部委託 ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

経過

395,000

　地域社会の核である学校において、環境への負荷を少なく快適な学校環境をつくり、学校と地域が協力
した環境教育（学校エコ改修とこれを教材とした環境教育）を一体的に実施する。

　第七峡田小学校、地域住民、地域の建築等各種関連業者等

　学校や子どもを取り巻く環境は大きく変化しており、次代の荒川区を担っていく創造性豊かで、思いや
りがあり、健康な子どもを育んでいくためには、学校施設の環境の改善や、家庭や地域が一層連携した教
育を進めることが必要である。
　地域社会の核である学校において、校舎の温熱性能を向上させ、二酸化炭素排出量の削減をしながら児
童生徒の良好な学習環境の確保を図り、全国の学校等改修のモデルとする。また、この改修校を活用し
て、学校の児童と地域技術者双方に対しての教育を実施し、地球温暖化を防ぐ建物のあり方や住まい方に
ついて学んでいく。この事業は、学校関係者のみならず地域住民や地域の関連業者等が参加して進めるこ
とにより、地域全体で地球温暖化対策を進めていく。

　第七峡田小学校は、平成１７年度に、環境省の「学校エコ改修と環境教育事業」の対象校となり、環境
教育の推進とともにエコ改修事業が進められている。平成１７年度、エコ改修調査・建物環境調査・環境
教育研究会・学校エコ改修研究会の設置。平成１８年度、建築設計プロポーザルの実施・設計業務委託・
学校エコ改修と環境教育事業モデル校中間発表・学校ビオトープ完成。

目的

対象者
等

内容

5,000

（単位：千円）

実
績
の
推
移

2,079
8,705

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

エコ改修支援業務委託
太陽光発電システム

事項名

17,955

2,615
5,019
5,985

エコ改修工事実施設計・工事

13年度
環境調査業務委託

17年度 18年度 19年度14年度 15年度 16年度

19年度

17,869

18年度

380,000

20,000
380,000

380,000

21,317

39,742
35,738
3,448

39,186
40

10,158

15,114
13,619
3,348

16,967
40

6,809

0

0

0

0

0

環境の保全のための意欲の増進及び環境教育の
推進に関する法律

根拠
法令等

17

行政評価
事業体系

環境先進都市[Ⅳ]
地球環境を守るまちの実現[07]政策

施策

開始年度
19終期設定
年度平成昭和
年度

一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

環境配慮活動の推進[07-01]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

学校エコ改修事業費（39‐85‐50‐01）

事務事業の種類

課長名

0

都（特定財源）

この事業は、環境配慮の持続可能社会を築くための一つの方策として行うものであり、そのための環境環
境技術の普及や生活の中での有効な環境配慮の知識を学校へ通う児童達だけでなく地域全体に広げていく
ために必要である。

必要性

実施
方法

13年度

国（特定財源）
0

①決算額（19年度は見込み）
予算額

0
【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

教育委員会教育施設課
内線 3321.3322安達・佐伯・尾内

　区及びプロポーザル審査で選定された委託事業者により「環境教育研究会」、「環境教育協議会」等の
事業を実施する。平成１９年度は、エコ改修工事を実施する。校舎棟及び体育館棟の外壁・屋上（屋根）
の外断熱工事を行う。また、建物内部の温熱環境の改善を向上させるため、内部改修工事を行う。

担当者名
学校エコ改修事業

新規事業 19年度 18年度

計画区分

伊藤勝弘部課名

17年度16年度15年度14年度

12-02-07



事務事業分析シート（平成１９年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

　プロポーザルコンペにより選定された設計業者が作成した、エコ改修工事実施設計書をもとに、エコ改修
工事が実施されるが、大規模な工事なため学校行事等の調整が困難である。

改善により期待する効果平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成18年度（決算）

エコ改修事業費エコ改修事業費

節・細節
平成19年度（予算）
主な事項 金額（千円）

平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

380,000

エコ改修支援業務委託 5,000
エコ改修工事監理委託

環境調査業務委託

太陽光発電システム
0

15,000研究会運営費・設計

5,985

2,615
5,019

金額（千円）

ビオトープ設置委託 7,000

主な事項
2,079
26,660

委託料 環境調査業務委託
エコ改修支援業務委託

備品購入費

工事請負費

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

Ａ

前年度設定

学校が地域に愛され、環境保全の地域の核となる改修モデル事業。学校、
PTA、地域住民、事業者が一つとなり、全国に先駆けた学校エコ改修モデル
を示す意義は大きい。

問題点・課題の改善策検討

0

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

Ａ

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

12-02-07



事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

○ （○ ○ ） ●建設事業 ○それ以外の継続事業
○ ●
●有○無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ●計画 ○非計画

（●直営 ○一部委託 ○全部委託 ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

17年度16年度15年度14年度

旧教職員住宅用地を活用し、増設校舎の整備を図る。

担当者名
尾久第六小学校校舎増築工事費

新規事業 19年度 18年度

計画区分

伊藤勝弘部課名 教育委員会教育施設課
内線 ３３２３中島正晴

①決算額（19年度は見込み）
予算額

0
【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

都（特定財源）

１０クラスから１３クラスに学級数を増やさないと児童の増加に対応できないため、整備が必要である。必要性

実施
方法

13年度

国（特定財源）
0

0一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

学校施設等の整備[04-06]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

尾久第六小学校校舎増築工事費（０８－０２－０５-０１）

事務事業の種類

課長名

終期設定
年度平成昭和
年度

学校教育法、同施行令、同施行規則
根拠
法令等

16

行政評価
事業体系

子育て教育都市[Ⅱ]
心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成[04]政策

施策

開始年度
18

0

0

0 10,185

10,847
10,185

10,185

56,436
0

288,919
280,760

280,760

207,000
17,324

22,249
1,281

23,350
22,249
1,281

23,530
15

0

0
0

0

19年度18年度

17年度 18年度 19年度14年度 15年度 16年度13年度

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

事項名

目的

対象者
等

内容

（単位：千円）

実
績
の
推
移

通学区域内の大規模マンション等の増加により、児童数が急増し、平成18・19年度には11学級、20年度～
22年度には12～13学級になることが見込まれるため、普通教室等の増築を行う必要がある。

小学校児童

尾久第六小学校はもともと12教室分の普通教室があったが、空教室２教室をコンピュータ室に転用したた
め、16年度末現在、普通教室として利用できる教室は10教室分である。今後最大13教室分を整備する必要
が生じたため、16年度からの3か年で増築工事を進めた。
＜16年度事業＞
・増築校舎建設、既存校舎改修等の基本設計及び実施設計を実施
＜17年度事業＞
・増築校舎建設し、普通教室(1室）、図書室、コンピュータ室、英語科室、ランチルーム、会議室、防災
ミニ備蓄倉庫を整備
・既存校舎の算数科室を普通教室(1室）に改修し、渡り廊下を整備し既存校舎と増設校舎を接続
・既存校舎にエレベーターを設置するとともに、増築校舎にバリアフリートイレを整備
＜18年度事業＞
・既存校舎のコンピュータ室を普通教室(1室）と用品室に改修、その他外構工事

マンションブームが到来し、ファミリー世帯向けマンションが急増した。これによって普通教室が３教室
分と特別教室等が不足するため１６年度から３か年計画で整備することとなったものである。

経過

12-02-08



事務事業分析シート（平成１９年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

D

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

C

前年度設定

全ての工事は１８年度で完了。

問題点・課題の改善策検討

整備目標学級数10 12 13 13

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

尾久第六小学校学級数 13

15工事請 校舎増築工事

金額（千円）主な事項
22,249280,760

平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

改修・外構工事

平成19年度（予算）
主な事項 金額（千円）

節・細節予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成18年度（決算）

平成１８年の増築校舎完成によって本事業は終了す
る。

児童の安全確保や適正な学校運営が可能となる。

改善により期待する効果平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

・マンション等による児童数の急増に対して、増築で対応することはなかなか難しい。

12-02-08



事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

○ （○ ● ） ●建設事業 ○それ以外の継続事業
○ ●
●有○無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ●計画 ○非計画

（●直営 ○一部委託 ○全部委託 ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

17年度16年度15年度14年度

１０Ｃ街区を教育施設用地として取得するとともに第三中学校の校庭等もを活用しながら、小学校、幼稚
園等の整備を図る。

担当者名
白鬚西地区教育施設整備費

新規事業 19年度 18年度

計画区分

伊藤勝弘部課名 教育委員会教育施設課
内線 ３３２３中島正晴

①決算額（19年度は見込み）
予算額

0
【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

都（特定財源）

このままでは汐入小学校に４１クラス分の教室が必要となり、日本一のマンモス校となる。しかし、２４
クラスの現校舎対して１７クラスの増設を行った場合、事故等の頻発も予想され、マンモス校は児童の安
全確保や学校運営上好ましくないため、新校の整備が必要である。

必要性

実施
方法

13年度

国（特定財源）
0

0一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

学校施設等の整備[04-06]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

白鬚西地区教育施設整備費（40-86-01-01）

事務事業の種類

課長名

終期設定
年度平成昭和
年度

学校教育法、同施行令、同施行規則
根拠
法令等

18

行政評価
事業体系

子育て教育都市[Ⅱ]
心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成[04]政策

施策

開始年度
22

0

0

0 0

0

0

0

27,335
0

89,862
17,514
9,821

27,335
115

1,644,000

63,042

1,707,042

1,707,042

1,707,042

19年度18年度

17年度 18年度 19年度14年度 15年度 16年度

工事着工（２０年度予定）

13年度
基本設計

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

実施設計
用地取得

事項名

目的

対象者
等

内容

実施

（単位：千円）

実
績
の
推
移

実施

白鬚西地区における市街地再開発事業等の進捗により、ファミリー世帯が急増しており、小学校、幼稚園
等について今後の需要に対応できないため、教育施設等の整備を図る必要がある。

小学校児童、幼保一元化施設の乳幼児（０～５歳児）

①汐入小学校の整備（新校が開校するまでの暫定整備　平成１８年～平成１９年度）
平成１８年度は給食設備の増設及び普通教室２教室の増設、学童保育クラブ設置に向けて汐入小学校内の
防災倉庫を改修し、汐入小学校と学童クラブとの連絡通路の整備、１９年度はプレハブ校舎（１０教室
分）を暫定整備

②白鬚西地区新校の整備（平成２２年度開校予定）
１０Ｃ街区を利用して新校を整備（１８年度は新校の設計委託、平成１９年度～２１年度に１０C街区の
用地購入及び新校整備（普通教室１８クラスほか特別教室のほか、幼保一元化施設を併設）　）

③幼保一元化施設の暫定園舎整備　（平成２０年度開園予定）
⇒白鬚西地区幼保仮設園舎整備費に移行

平成１０年に行った学齢人口推計では、平成２０年前後をピークとし、その後減少する見込みであった。
しかし、その後マンションブームが到来し、ファミリー世帯向けの価格帯マンションが急増した。平成１
７年度に再推計した今後の学齢人口予測では、汐入地区の学齢人口が平成２５年頃に約１６００人程度と
なり、この地区（汐入小の学区域）に約４１クラス分の教室が必要と見込まれている。

経過

実施

12-02-09



事務事業分析シート（平成１９年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

A

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

A

前年度設定

白鬚西地区教育施設整備事業
の進捗率

増え続ける学齢人口に対応するために、計画どおり整備を進める必要があ
る。

問題点・課題の改善策検討

目標値は適正配置審議会答申に
よる適正な学級数

100%
基本設計20％、実施設計20％、
工事60％とした進捗率

15 19 21 23

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

汐入小学校の学級数（16～19
年度は5月1日現在数）

18

20% 40%

15工事請負費

14使用料賃借料

19負担金

13委託料

金額（千円）

汐入小生活科室改修工事 11,424

新校舎建設用地地盤調査 3,202

主な事項
62,790
1,260

1,627

増築校舎賃貸借 10,154
新校舎工事費等

汐入小給食室改修設計委託

○必要な学校用地を確保して建設すること(18年2定）

平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

1,130,000

新校舎工事監理費 6,621新校舎設計委託

平成19年度（予算）
主な事項 金額（千円）

節・細節

公共用地負担金

559,467
汐入小給食室改修工事

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成18年度（決算）

平成22年の新校開設まで本事業を進めていく
最大４１教室の必要数に対して、汐入小学校に２４教
室、新校に１８教室の受入体制が確保できるととも
に、児童の安全確保や適正な学校運営が可能となる。

改善により期待する効果平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

・敷地が狭いため、グランド確保が難しい
・小中一貫校への検討
・将来転用を含めた施設とすること
・計画全体の費用
・地元自治会や議会の理解
・幼保一元化施設の運営方法の検討

12-02-09



事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（○直営 ●一部委託 ○全部委託 ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

15年度14年度

66,571

伊藤勝弘部課名

84,749
70,16986,250
66,571

17年度16年度

3321.3322中松・尾内

　・学校の要望や教育委員会の調査によって、営繕課または道路課に執行委任をし、工事を実施する。
　金額により教育委員会または、各学校にて工事請負契約及び修繕契約をする。
　・委託契約によりプール清掃を実施。

担当者名
各校補修（中学校）

新規事業 19年度 18年度

計画区分

84,749

①決算額（19年度は見込み）
予算額

105,817

112,726

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

105,817

都（特定財源）

　統廃合による新設校を除く学校建物等については、老朽化が進んでいる。学習環境の整備及び生徒等の
安全を確保するためには、施設の修繕を計画的に行うことが必要不可欠である。

必要性

実施
方法

13年度

国（特定財源）

事務事業名

学校施設等の整備[04-06]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

各校補修（41-08-20-01）

事務事業の種類

課長名教育委員会教育施設課
内線

終期設定
年度平成昭和
年度

66,571

根拠
法令等

40

行政評価
事業体系

子育て教育都市[Ⅱ]
心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成[04]政策

施策

開始年度

84,749 64,289

66,043
64,289

64,289

62,685

62,257
58,375
4,310

62,685
50

59,290

61,556
56,728
2,562

59,290
30

62,118

62,118
62,118

62,118

19年度18年度

17年度 18年度 19年度14年度 15年度 16年度13年度
学校数 10

事項名
10
45 29

10 10
18

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

105,817

改修工事件数 22

一般財源
その他（特定財源）

実
績
の
推
移

10
18

10
25

経過

　生徒の教育環境の整備
　・各校修繕    教育委員会が修繕費（１校約２，７００千円）を令達し、学校施設に関する５０万円
　　　　　　　　以下の修繕を行う。
　・各校補修　　学校施設の状況を学校からの要望、調査によって把握し、計画的に施設の整備。
　・プール清掃　プールの清掃を業務委託により行う。

　・平成１０年度より、学校で行える修繕の上限額が３０万円から５０万円に引き上げられた。
　・限られた予算の中で、安全性・緊急性を判断しながら執行している。
　・屋上防水、外壁改修等の規模の大きな計画工事については、平成１３年度より大規模整備費へ

目的

対象者
等

内容

学校教育法、同施行令、同施行規則

　・教育の場としてより良い環境をつくることで教育効果を高める。
　・生徒等の安全確保のため施設・設備を整備する。

　中学校１０校
　生徒２，９２７人（平成１９年５月１日現在）

10
20

（単位：千円）

12-02-10



事務事業分析シート（平成１９年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

B

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

Ａ

前年度設定

学習環境整備のためには、計画的な補修等は不可欠である。

問題点・課題の改善策検討

 

工事・修繕費（円）/延床面積（㎡）1,000

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

床面積１㎡当たりの維持管理
費

工事請負費

家屋等修繕費
プール清掃委託
各校補修

主な事項
20,131
875

一般需用費

委託料
各校補修 35,721
プール清掃委託990

35,547
987

各校補修 37,117

平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

家屋等修繕費 23,964
プール清掃委託

家屋等修繕費
主な事項 金額（千円）

平成19年度（予算）
節・細節

21,839

金額（千円）金額（千円）

平成18年度（決算）

　建築後３０年近く経過する学校が多く、計画的な大規模改修が求められるが、予算面で緊急工事の対応に
限られている。
　学校に令達する修繕費が不足している。

大規模工事計画を考慮しながら、修繕・補修工事を計
画、実施する。

生徒のための清潔で安全な学習環境の整備。

改善により期待する効果平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

予
算
・
決
算
の
内
訳

920 897 849 889

12-02-10



事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（○直営 ○一部委託 ●全部委託 ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

経過

528

8,644

　人による学校警備を機械警備システムに移行し、経費の節減を図り、教育行政の効率的運営に資する。
　学校機械警備導入により、夜間、休日における災害時の学校開放を円滑に行う。

　区立中学校１０校
　地域住民

　○機械警備
　・機械警備に巡回警備を含めた荒川警備方式を採用し、委託業者が学校警備を行う。
　・火災等有事の際の初動処理による損害拡大の防止及び盗難など不良行為を防止し、物件の安全を
   確保する。
　・事故発覚時における関係先への通報連絡。
　・警備実施事項の報告。
　○学校協力員
　・学校の出入りに必要な鍵を管理し、災害時の学校使用・開放及び地域防災組織との連絡。
　・緊急時における学校管理者、警備会社への通報。

　昭和５９年４月より、学校教育運営、学校開放による利用者の利便、教職員の負担軽減等を十分考慮す
ることを前提として、最新の電子技術を駆使した警備システムに人的対応を取り入れたシステムを導入し
た。
　昭和５９年６月より、小・中学校機械警備導入に伴い、夜間及び休日の災害時における学校開放のため
に学校協力員を設置した。

目的

対象者
等

内容

-

（単位：千円）

実
績
の
推
移

528
-

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

9,904

消耗品
警備委託料

19
9,377

事項名

8,644

528
-
8,6449,022

-
528 528

7
8,770

528
20

9,164

13年度
近隣協力員報償費 528

17年度 18年度 19年度14年度 15年度 16年度

19年度18年度

9,188

9,188
9,188

9,188

10,880

9,188
9,172
1,708

10,880
20

10,896

9,314
9,172
1,724

10,896
20

9,305

9,325
9,305

9,305

9,550

9,550

9,712

学校教育法、同施行令、同施行規則、学校協力
員設置要綱

根拠
法令等

59

行政評価
事業体系

安全安心都市[Ⅵ]
防災・防犯のまちづくり[11]政策

施策

開始年度
終期設定

年度平成昭和
年度

一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

子どもの安全対策[11-05]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

機械警備費（41-08-40-01）

事務事業の種類

課長名

9,904

都（特定財源）

　防犯の要望は年々強まっており、機械警備は不可欠なものとなっている。必要性

実施
方法

13年度

国（特定財源）
9,712

①決算額（19年度は見込み）
予算額

9,904

11,066

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

教育委員会教育施設課
内線 3321・3322尾内・中松

・１年間の契約で報償費として支出している。　学校協力員１１名（諏訪台中学校第二体育館を含む）
・１年間の契約で委託料として支出している。　綜合警備保障㈱　８,６４３,６００円（１８年度決算）

担当者名
機械警備（中学校）

新規事業 19年度 18年度

計画区分

伊藤勝弘部課名

9,712
9,5779,719
9,550

17年度16年度15年度14年度

12-02-11



事務事業分析シート（平成１９年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

改善により期待する効果平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成18年度（決算）
節・細節

平成19年度（予算）
主な事項 金額（千円）

平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

学校協力員報償費 528
消耗品、開放用スペアキー

学校協力員報償費
16

警備委託料 8,644
消耗品、開放用スペアキー

528

8,644

金額（千円）

警備委託料 8,644

主な事項
528
0

報償費
一般需用費

委託料

学校協力員報償費
消耗品、開放用スペアキー

警備委託料

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

中学校での110番事案件数 0 小動物や原因不明なものも含む- - 7件 7件

Ｃ

前年度設定

休日や夜間の校内の安全確保のため継続実施する。

問題点・課題の改善策検討

22 0

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

Ｃ

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

12-02-11



事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（●直営 ○一部委託 ○全部委託 ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

17年度16年度15年度14年度

37,562
41,28242,244
38,376

　各種委託契約等により実施　　２０種１８業者　２０，４５３，３６２円（１８年度決算）
　学校樹木の剪定については、土木部道路課へ執行委任し実施している。

担当者名
その他整備費（中学校）

新規事業 19年度 18年度

計画区分

伊藤勝弘部課名 教育委員会教育施設課
内線 3321・3322尾内・沼田

①決算額（19年度は見込み）
予算額

36,033

43,681

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

都（特定財源）

法律等に基づき実施しているため不可欠である。必要性

実施
方法

13年度

国（特定財源）
37,562

36,033一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

学校施設等の整備[04-06]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

その他整備費（41-08-60-01）

事務事業の種類

課長名

終期設定
年度平成昭和
年度

学校教育法、同施行令、同施行規則
根拠
法令等

40

行政評価
事業体系

子育て教育都市[Ⅱ]
心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成[04]政策

施策

開始年度

38,376

38,376

37,562 36,351

38,868
36,351

36,351

35,755

36,913
32,307
3,448

35,755
40

36,214

37,153
32,798
3,416

36,214
40

37,850

37,850
37,850

37,850

19年度18年度

17年度 18年度 19年度14年度 15年度 16年度13年度
電波障害件数 255件 240件

１校 １校
239件 239件

１校
239件
１校

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

36,033

組立式プール

事項名

目的

対象者
等

内容

１校

（単位：千円）

実
績
の
推
移

239件
１校

　各中学校の施設、設備の安全確保及び教育環境の向上のため

区立中学校　　１０校
生徒２，９２７名（平成１９年５月１日現在）

  学校施設の維持管理に必要な経費
　①　中学校校庭樹木の剪定を年２回（夏・冬）実施
　②　受水槽、高架水槽清掃年１回実施
　③　消防法・建築基準法による各種学校管理機器の保守点検実施
　④　学校建物による近隣電波障害対策のため、ＣＡＴＶ再送信委託
　⑤　組立式プール賃借料（八幡中）
　⑥　校地借地契約
　⑦　国有地、民有地の賃借料算出、賃借契約及び支払い

法改正に伴い新規の保守委託が増えている。経過

239件

12-02-12



事務事業分析シート（平成１９年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

Ｃ

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

Ｂ

前年度設定

消防法・建築基準法に基づくもの等、学校の維持管理のために必要であ
る。

問題点・課題の改善策検討

委託料/1校2,437,700 2,099,900 2,045,386 2,594,267

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

　1校あたりの委託料（円） 2,594,267

使用料及
賃借料

役務費

委託料

受・高架水槽清掃、
民有地鑑定評価委託
校庭樹木の剪定

金額（千円）

校地賃借料

各種管理機器の保守点検等 12,962
校庭樹木の剪定 3,857

主な事項
1,814
23,625

1,601
20,999

9,707

組立式プール賃借料

各種管理機器の保守点検等

校地賃借料
6,540

校庭樹木の剪定 3,917
各種管理機器の保守点検等 18,054
校地賃借料

民有地鑑定評価委託

平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

6,615

受・高架水槽清掃、 1,873
民有地鑑定評価委託

受・高架水槽清掃、

平成19年度（予算）
主な事項 金額（千円）

節・細節

組立式プール賃借料組立式プール賃借料

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成18年度（決算）

改善により期待する効果平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

12-02-12



事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ●計画 ○非計画

（●直営 ○一部委託 ○全部委託 ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

17年度16年度15年度14年度

134,351
118,902158,035
116,274

担当者名
大規模整備費（中学校）

新規事業 19年度 18年度

計画区分

伊藤勝弘部課名 教育委員会教育施設課
内線 3322中松

①決算額（19年度は見込み）
予算額

149,783

151,516

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

都（特定財源）

　統廃合による新設校を除く学校については、建物の老朽化が進んでおり、屋上、外壁からの雨漏り等を
解消するため、計画的な大規模改修が必要不可欠である。

必要性

実施
方法

13年度

国（特定財源）
134,351

149,783一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

学校施設等の整備[04-06]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

大規模整備費（41-08-80-01）

事務事業の種類

課長名

終期設定
年度平成昭和
年度

根拠
法令等

13

行政評価
事業体系

子育て教育都市[Ⅱ]
心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成[04]政策

施策

開始年度

96,112

20,162

0

116,274

134,351
0

161,851

189,214
176,782

176,782
14,931

0
91,570

183,843
105,110
1,724

106,834
20

15,264

200,700

252,442
225,648
1,708

227,356
20

141,530

141,530
141,530

141,530

19年度

6,741
19,915

18年度

17年度 18年度 19年度14年度 15年度 16年度

屋上防水

13年度
外壁改修 一中

五中・尾久八幡中

四中 五中
一中・四中

九中 南二中
一中・南二中

九中
原中

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

149,783

トイレ改修
校庭整備 諏訪台中

事項名

目的

対象者
等

内容

（単位：千円）

実
績
の
推
移 四中

七中
七中・諏訪台

生徒を教育する場として、より良い環境をつくり教育効果を高める。

　区立中学校　１０校

生徒の教育環境の整備
　校舎等の規模の大きな計画工事を行う。
　①　屋上防水工事
　②　外壁改修工事
　③　トイレ改修工事
　④　校庭改修工事
　⑤　その他

　平成１３年度より、外壁改修、屋上防水及び校庭整備等の規模の大きな計画工事については、各校補修
から大規模整備費へ変更となった。

経過

九中

五中
七中

12-02-13



事務事業分析シート（平成１９年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

Ｂ

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

Ｂ

前年度設定

良好な学校環境の整備のためには、学校の大規模改修は必要である。

問題点・課題の改善策検討

実施項目数/（４項目×学校数）
※筑10年未満の学校を除く　累計

　  16 25

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

大規模改修実施率（％） 40

委託料

工事請負

諏訪台中給食室
改修工事設計委託
九中トイレ改修他

金額（千円）

一中屋上防水工事他 225,648

主な事項
1,197

103,913 七中屋上防水工事他 141,530

平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

平成19年度（予算）
主な事項 金額（千円）

節・細節予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成18年度（決算）

大規模改修計画を精査し、より実状に即した計画改修
に努める。

清潔で安全な学習環境の整備

改善により期待する効果平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

　外壁改修等にあたっては、多くの学校が前回改修より、１０年近く経過しているため早急な改修が望まれ
るが、多大な経費を必要とするため、毎年２校程度の改修とならざるを得ない。

12-02-13



事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（●直営 ○一部委託 ○全部委託 ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

17年度16年度15年度14年度

7,834
8,3358,341
7,876

各種委託契約等により実施　　９種６業者　１，１４４，９８１円（平成１８年度決算）
　樹木の剪定については、土木部道路課へ執行委任し実施
　増圧ポンプ保守委託については、地域振興課へ執行委任し実施

担当者名
その他整備費（幼稚園）

新規事業 19年度 18年度

計画区分

伊藤勝弘部課名 教育委員会教育施設課
内線 3321・3322　　尾内・沼田

①決算額（19年度は見込み）
予算額

7,854

8,737

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

都（特定財源）

　法律等に基づき実施しているため不可欠である。必要性

実施
方法

13年度

国（特定財源）
7,834

7,854一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

学校施設等の整備[04-06]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

その他整備費（43-30-66-01）

事務事業の種類

課長名

終期設定
年度平成昭和
年度

学校教育法、同施行令、同施行規則
根拠
法令等

40

行政評価
事業体系

子育て教育都市[Ⅱ]
心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成[04]政策

施策

開始年度

7,876

7,876

7,834 7,827

8,226
7,827

7,827

10,198

8,067
7,612
2,586

10,198
30

41,177

38,679
37,761
3,416

41,177
40

9,692

9,692
9,692

9,692

19年度18年度

17年度 18年度 19年度14年度 15年度 16年度13年度
電波障害件数 ８件 ８件 ８件 ８件 ８件

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

7,854

事項名

目的

対象者
等

内容

（単位：千円）

実
績
の
推
移

８件

　各園の施設、設備の安全確保及び教育環境の向上のため

　区立幼稚園　　８園
　園児数　　　４５３名（平成１９年５月１日現在）

　①　独立園舎樹木剪定２回実施（夏・冬）
　②　消防設備等、各種管理機器の保守点検
　③　民有地賃借（日暮里幼）
　④　受水槽、高架水槽清掃年１回実施

　法改正に伴い新規の保守委託が増えている。経過

８件

12-02-14



事務事業分析シート（平成１９年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

Ｃ

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

Ｂ

前年度設定

消防法・建築基準法に基づくもの等、幼稚園の維持管理のために必要であ
る。

問題点・課題の改善策検討

委託料/1園126,125 128,625 143,122 367,596

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

１園あたりの委託料（円） 367,596

使用料及
賃借料

役務費

委託料

樹木剪定・受水槽、高架

水槽清掃・民有地鑑定委託

各種園舎管理機器の

金額（千円）

校地借地料民（日暮里幼） 36,294
樹木剪定 348
保守委託等 797

主な事項
111
210

348

1,029

6,237
保守委託等・ＣＡＴＶ委託

校地借地料民（日暮里幼）

263
保守委託等 2,589
樹木剪定 352
校地借地料民（日暮里幼）

民有地鑑定委託

平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

受水槽、高架水槽清掃 189
民有地鑑定委託

受水槽、高架水槽清掃

平成19年度（予算）
主な事項 金額（千円）

節・細節

6,299

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成18年度（決算）

改善により期待する効果平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

　法改正等により新規の委託が発生し、経費負担が増える中、引き続き経費抑制に努める。

12-02-14



事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（○直営 ●一部委託 ○全部委託 ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

経過

　・幼児を保育する場として、より良い環境をつくる。
　・健全で安全な園生活を確保するために施設、設備を整備する。

　幼稚園　８園
　園児数　４５３名（平成１９年５月１日現在）

　･ 園舎修繕　教育委員会が修繕費を各園へ令達（１園約５０万円）をし、園舎施設に関する５０万円以
    下の修繕を園が行う。
　・園舎補修　園舎施設の状況を各園からの要望、調査によって把握し、計画的に施設の整備を行うとと
    もに、緊急に発生した工事には迅速に対応する。
　・プール清掃　プールの清掃を業務委託により行う。

　平成１０年度より、幼稚園で行える修繕の上限額が３０万円から５０万円までに引き上げられた。
　限られた予算の中で安全性、緊急性を判断しながら執行している。

目的

対象者
等

内容

（単位：千円）

実
績
の
推
移

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

14,171

事項名 13年度 17年度 18年度 19年度14年度 15年度 16年度

19年度

5,092

18年度

30,259

30,259
30,259

30,259

14,179

21,917
18,417
854

19,271
10

28,607

35,995
26,883
1,724

28,607
20

25,130

28,335
25,130

25,130

24,466

24,466

10,396

根拠
法令等

40

行政評価
事業体系

子育て教育都市[Ⅱ]
心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成[04]政策

施策

開始年度
終期設定

年度平成昭和
年度

一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

学校施設等の整備[04-06]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

園舎補修（43-20-33-01）　園舎整備（43-20-66-01）

事務事業の種類

課長名

14,171

都（特定財源）

必要性

実施
方法

13年度

国（特定財源）
10,396

①決算額（19年度は見込み）
予算額

14,171

17,115

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

教育委員会教育施設課
内線 3322沼田

　・園の要望や教育委員会の調査によって、営繕課に執行委任をし、工事を実施する。
　　金額により、教育委員会または、各園にて工事請負契約または、修繕契約をする。
　・委託契約により、プール清掃を実施。

担当者名
園舎補修・園舎整備

新規事業 19年度 18年度

計画区分

伊藤勝弘部課名

10,396
28,29510,742
24,466

17年度16年度15年度14年度

12-02-15



事務事業分析シート（平成１９年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

　建設以来、８園が１５年以上、内６園が２０年以上経過しており、各園とも施設、設備の老朽化が進み、
各所に傷みが生じ、破損箇所が見られるのが現状である。

改善により期待する効果平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成18年度（決算）
節・細節

平成19年度（予算）
主な事項 金額（千円）

平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

各園家屋等修繕費 3,589
プール清掃委託

各園家屋等修繕費

尾久幼外壁改修

142
各園改修及び補修 3,237

プール清掃委託
2,851
141

1,969
9,398

金額（千円）

全園防犯カメラ設置ほ 13,072
各園改修及び補修 2,072

主な事項
3,135
137

一般需用費

委託料
工事請負費

各園家屋等修繕費
プール清掃委託
各園改修及び補修

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

床面積1㎡当たりの維持管理
費（円/㎡）

1071 工事・修繕費／延床面積751 811 1,071

Ｂ

前年度設定

保育環境整備のためには、計画的な補修等は不可欠である。

問題点・課題の改善策検討

0

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

Ｂ

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

12-02-15



事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

● （● ○ ） ●建設事業 ○それ以外の継続事業
○ ●
●有○無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ●計画 ○非計画

（●直営 ○一部委託 ○全部委託 ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

17年度16年度15年度14年度

プレハブ園舎をリース契約し、幼保一元化施設の整備を図る。

担当者名
白鬚西地区幼保仮園舎整備費

新規事業 19年度 18年度

計画区分

伊藤勝弘部課名 教育委員会教育施設課
内線 ３３２３中島正晴

①決算額（19年度は見込み）
予算額

0
【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

都（特定財源）

この地区の幼稚園、保育園等の子育て支援施設が不足しており、今後の需要に応えることができないた
め、早急に整備を図る必要がある。

必要性

実施
方法

13年度

国（特定財源）
0

0一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

学校施設等の整備[04-06]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

白鬚西地区幼保園仮設園舎整備費（０８－０２－７０ー０１）

事務事業の種類

課長名

終期設定
年度平成昭和
年度

学校教育法、同施行令、同施行規則
根拠
法令等

19

行政評価
事業体系

子育て教育都市[Ⅱ]
心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成[04]政策

施策

開始年度
22

0

0

0 0

0

0

0

0

0

11,259

11,259
11,259

11,259

19年度18年度

17年度 18年度 19年度14年度 15年度 16年度13年度

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

事項名

目的

対象者
等

内容

（単位：千円）

実
績
の
推
移

白鬚西地区における市街地再開発事業等の進捗により、ファミリー世帯が急増しており、幼稚園等の未就
学児童について今後の需要に対応できないため、教育施設等の整備を図る必要がある。

幼保一元化施設に就園する幼児（０～５歳児）

幼保一元化施設の暫定園舎整備　（平成２０年度開園予定）

(1)　建物規模・定員
　　　プレハブ２階建、延床面積:７００㎡程度、１２４人定員
　　　（０歳児６人、１歳児１０人、２歳児１８人、３歳児２０人、４歳児３５人、５歳児３５人）
(2)　施設概要
　　　０歳児室～５歳児室（各１室）、遊戯室、地域交流室、職員室、給食室、トイレ等
(3)　設置場所
　　　第三中学校校庭北側
(4)　工事着工
　　　平成１９年７月（予定）
(5)　開園
　　　平成２０年４月（予定）

平成19年4月1日現在における、汐入地区の公立保育園・幼稚園の園児数は次のようになっている。
５歳児１８４人、４歳児３２４人、３歳児２１９人、２歳児２３３人、１歳児２３４人、０歳児２３０人
さらに、１９年度末に630戸、２０年度末に250戸と303戸の分譲マンションの入居が始まるため、いっそ
うの園児数の増加が見込まれる。

経過

12-02-16



事務事業分析シート（平成１９年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

Ｂ

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

―

前年度設定

汐入地区の公立保育園・公立
幼稚園の園児数（４歳児）

保育需要に対応するためには、計画どおり整備を進める必要がある。

問題点・課題の改善策検討

6 16

369 の園児数（予定）

２２年度は新設幼保一元施設の定員

426 （予定）を合算した幼稚園・保育園

汐入地区の公立保育園・公立
幼稚園の園児数（３歳児）

104 157 155 184

105 157

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

汐入地区の公立保育園・公立
幼稚園の園児数（５歳児）

344

172 234

121 177 188 219

14使用料賃借料

金額（千円）主な事項

○平成１９年１定　「保育料の問題、給食の問題等、早期に議会の場においても議論するべき」

平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

暫定園舎賃貸借 11,259

平成19年度（予算）
主な事項 金額（千円）

節・細節予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成18年度（決算）

平成22年の新園開設まで本事業を進めていく
保育の欠ける幼児の待機児解消につながるほか、この
地区に多い幼稚園需要に応えることができる。

改善により期待する効果平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

他
区
の
実

施
状
況

幼保一元化施設の実施区
千代田区、新宿区、文京区、目黒区、足立区、台東区

未実施実施

　
・将来転用を考えた施設とすること
・計画全体の費用
・地元自治会や議会の理解
・幼保一元化施設の運営方法の検討

12-02-16




